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１．はじめに

我が国の国土面積は約3,700万haであり，そのうち森林

は約2,500万haを占めている1）．国土の2/3を占めるこの森

林を有効に活用していくことは，21世紀のバイオマス資源

の利用には必須の課題であるが，このすべてが利用可能で

あると考えることは適当でない．特に我が国においてはバ

ージンの森林資源だけでなく，未利用バイオマスや廃バイ

オマスを資源として捉え，有効に活用することが望まれる．

そのためには，これらバイオマス資源の発生量と利用可能

量を把握することが重要であると考えられるが，我が国に

おけるバイオマス資源の状況を詳細に調査した事例は少な

い．そこで本調査研究では，我が国における生産バイオマ

ス資源と未利用・廃バイオマス資源に注目して，これらの

発生量及び利用可能量を，最新の統計データを基に推定し

た．

２．推定方法

図１のようにバイオマス資源を分類し，個々のバイオマ

ス資源について年間の発生量と利用可能量を推定した．ま

た，それらの合計値を求め，我が国におけるバイオマス資

源の発生量と利用可能量とした．ただし，水圏バイオマス

である植物プランクトン等は，収集が困難であると考えら

れるため除外した．

2.1 生産資源

（1）森林資源

広葉樹及び針葉樹については，表１に示すように，1990

年から1995年の５年間に約３億4,600万m3の蓄積増加があ

り1），2），年平均では約6,900万m3の増加と推定される．また，

1990～1994年度の木材供給量1）から，用材やしいたけ原木

などとして，５年間で合計約１億7,000万m3，年平均では

約3,400万m3の伐採が行われたものと推定される．従って，

年間約1億300万m3が発生しているものと推定される．一

方，この発生量のうち里山広葉樹は面積600～700万ha3），
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図１ バイオマス資源の分類
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年成長量3.4m3/ha3）として2,000～2,400万m3程度であると

推定される．また，松本ら3）の調査によれば，広葉樹蓄積

資源量は約10億2,600万トン，うち林道からの一定距離内

に存在する利用可能量は2億7,780万トンと推定されてお

り，利用可能率は約27％である．里山広葉樹についてこの

割合を適用すると，その利用可能量は年間550～650万m3

程度であると推定できる．

ササの利用可能量は林業科学技術振興所の調査値4）を引

用し，タケの発生量についてはマダケとモウソウチクの年

成長量3）の平均約22トン/haに竹林面積約15万ha1）を乗算

して推定した．

（2）その他の生産資源

糖質資源，でんぷん資源などの主要な農作物については，

それらの年間収穫量5）～12）を発生量とした．また海藻類につ

いては，年間の海面漁獲量と養殖による収穫量13）の合計を

示した．なお，これら食用，飼料用に栽培・収穫されてい

る生産資源の利用可能量は，実質すべて有効に利用されて

いるためゼロとした．

2.2 未利用・廃資源

既存の実態調査等から得られた廃棄物発生量の原単位を

基に，最新の統計データを用いて現在の年間発生量を推定

した．また，これら廃資源の再利用状況を調査し，発生量

のうち有効利用されていないものを利用可能量とした．

（1）林産資源

林地残材については，表２に示すように梅田らが算出し

た林地残材発生原単位14）に，丸太生産量15）から推定した樹

種別の立木伐採量を乗算し発生量を推定した．また，経済

的に収集可能な割合は発生量の22％程度とされており4），

これを利用可能量とした．

間伐材の発生量は林野庁の調査値16），17）を引用した．また，

民有林の間伐材の再利用率が43％（発生量453万m3，うち

有効利用は193万m3）16）であることから，間伐材全体の

57％を利用可能量と仮定した．

木材工場からの工場残廃材については，1971年における

調査18）では，木材需要量1億1,156万m3に対し発生量2,929万

m3となっている．従って，1998年においては木材需要量

9,381万m3に対し1），残廃材発生量は約2,500万m3程度と推

定される．一方，高野らの1996年の調査によれば19），製材

工場からの残廃材は燃料，チップ，家畜敷料等として発生

量の93％が再利用されている．これを基に，工場残廃材全

体の７％（175万m3）が未利用と仮定し，さらに製材工場

からの残廃材のうち，燃料，オガライト等として有効利用

されている257万m3 19）を加えると，エネルギー資源として

利用可能な量は432万m3程度と推定される．

建設廃木材については，表３に示すように単位面積当た

りの建設廃木材発生量20）に，1999年の建築着工床面積及び

除去建築物の床面積21）を乗算し年間の発生量を推定した．

近年は着工床面積や除去床面積が大きく減少しているた

め，建設廃木材の発生量は減少傾向にあるものと推察され

る．一方，1995年度における旧建設省の調査22）によれば，

建設廃木材の再利用率は約37％と推定されているため，利

用可能量は発生量の63％とした．

古紙については，年間の紙生産量を基に推定した．我が

国における1999年度の紙生産量は3,063万トン23）である．

これらのうち55.9％23）の約1,712万トンが回収され，製紙原

料として再利用されている．ただし，回収されない44.1％

のすべてを利用可能と考えることは適切ではない．例えば，

生産量の37％を占める印刷・情報用紙の一部は蔵書などと

して，また5.6％の衛生用紙，および0.9％の建材原紙など

は回収困難と考えられるが，回収可能な古紙は生産量の

65％程度であると考えられている．これより，現在回収さ

れている55.9％を差し引いた9.1％（280万トン）程度の紙

が未回収で利用可能な古紙の量と推定される．

（2）農林水産資源

稲わら，もみ殻の発生量については，農林水産省農産園

芸局の調査値24）を引用した．また，稲わらは発生量の95％

がすき込み，堆肥，粗飼料などとして利用される一方，残

り約５％が焼却処分されており24），これを利用可能量とし

表１ 森林資源（針葉樹及び広葉樹）の発生量の推定1），2），3） 表２ 林地残材の発生量の推定14），15）（1999年）

表３ 建設廃木材の発生量の推定20），21）（1999年）
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た．また，もみ殻は発生量の72％が有効利用されており24），

残り28％を利用可能量とした．

その他，麦わら，バガスなどの農産残渣の発生量は表４

に示すように，収穫量に対する発生原単位25），26）に収穫量5），8），

9），10），27）を乗じて推定した．なお，麦わらの処理状況は堆肥

交換が29.0％，すき込み33.5％，焼却廃棄37.7％となって

おり26），焼却廃棄されている37.7％を利用可能量と仮定し

た．

（3）畜産資源

家畜ふん尿の総量は，1989年では9,077万トンに及ぶも

のと試算されている28）．一方，旧厚生省の発表29）によれば，

1997年の発生量は9,371万トンであり，近年の家畜ふん尿

の発生量は9,000万トン程度で推移しているものと見られ

る．家畜ふん尿は経営内利用，販売交換，無償譲渡の割合

が高く，廃棄放置されている割合28）から利用可能量を推定

すると64万トン（ふんのみ）となり，発生量が多量である

割に少ないものと推察された．

また動物の死体（畜産農業に係わるもの）は年間11万ト

ン程度発生しており，再利用率は46％となっている29）．

（4）水産資源

水産加工残渣については，発生量が年間280万トン，こ

のうち約240万トンが魚粉に転換され，未利用量は43万ト

ンと推定されている30）．

投棄魚の量については一般に把握されてはいないが，例

えば岩手県沖合における試験操業の結果では，投棄魚の重

量は有用魚の約5倍に及んでいる30）．従って，1998年の我

が国における海面漁業漁獲量（531万トン13））を考慮する

と，およそ2,660万トン程度の投棄魚が発生しているもの

と考えられる．

キチンの発生量はセルロースに匹敵する量であると考え

られているが，このほとんどが植物プランクトン等に含ま

れるものであり，入手が困難である．そこでキチンについ

ては，我が国におけるエビ，カニ，イカ，オキアミ，貝類

の収穫量13）を基に，Allanらの推定方法31）に基づき，我が

国で入手可能なキチン質の量及びキチン含有量を推定し

た．その結果，我が国で入手可能なキチン質は39万トン，

うちキチン含有量は1.5万トンと推定された．

（5）産業資源

旧厚生省の発表29）によれば，食料品製造業などから発生

している動植物性残渣は1997年では313万トンであり，再

利用率は53％となっている．このうち利用可能量はこれま

でと同様，発生量のうちの未利用分とした．

パルプ廃液については，日本製紙連合会の調査32）を基に，

全国の紙・パルプ工場から発生する有機性汚泥の発生量と

再利用率を算出した．これによれば1998年度の有機性汚泥

発生量は含水ベースで約490万トンであり，減量化率68％，

再資源化量98万トン，最終処分量は62万トンであった．利

用可能量はこの最終処分量とした．

廃動植物油の発生量は，表５に示すように，外食産業，

食品工業など各分野からの廃油発生率に33），1999年度の動

植物油脂の消費実績34）を乗算して推定した．一方，廃動植

物油の再利用状況（一般家庭からの廃油を除く）について

は，1993年における推計33）によれば，発生量24.0万トンの

うち，約21万トンが利用されており，余剰在庫量は発生量

の13.5％を占めている．現在でもこの割合で余剰在庫が発

生していると仮定すれば，一般家庭を除く分野からの発生

量30万トンのうち，未利用の廃油資源は年間４万トンに及

ぶものと推定される．

（6）生活資源

我が国における1997年の一般廃棄物発生量は5,120万ト

ンである35）．このうち紙類，厨芥類，木草類が主なバイオ

マス資源である．表６に主要都市における一般廃棄物（可

燃ごみのみ）の組成を示す36）．これによれば，紙類はおよ

そ30～50％，厨芥類は30～40％前後，草木等は数％程度を

占めていると推察される．一方，東京都区部の一般廃棄物

全体の組成は，可燃ごみと不燃ごみの組成37）から推定し，

表４ 我が国の1999年におけるバガスなどの残渣の発生量

表６ 主要都市における家庭ごみの組成（％；湿重量）36）

表５ 廃油の発生率と廃食用油の発生量33），34）
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紙類44％，厨芥22％，草木等８％，バイオマス合計74％と

した．この組成を基に全国の一般廃棄物中のバイオマス量

を推定すると，年間約3,800万トンに及ぶものと推定され

る．ただし，東京都区部のごみ組成は表６における他の都

市と比較すると，紙類が多く厨芥類が少ない傾向にある．

しかしバイオマスの合計は全体の70数％程度であるという

のはおよそ妥当であると考えられる．一方，利用可能量を

推定するのは困難であるが，ここでは古紙との重複をさけ，

紙類を除外した厨芥類1,100万トン，草木類400万トン，合

計1,500万トンを利用可能と仮定した．

下水汚泥については，発生量が年々増加しており，1997

年度では約３億5,000万m3に達している38）．これらは脱

水・焼却等の処理が行われた後，最終的に約240万トンが

処分されている．また，このうち74万トンが堆肥，土壌・

土質改良材，セメント原料などとして有効利用されている38）．

従って，残り約166万トンが未利用のまま処分されている

ものと考えられる．

３．推定結果及び考察

表７に推定した我が国のバイオマス資源の年間発生量お

よび利用可能量をまとめた．水陸稲，森林資源（ササを除

く），林産資源，落花生，大豆，麦わら，キチン質は乾燥

重量ベースで，その他は含水重量ベースで示している（た

だし稲わら，もみ殻については乾燥重量か含水重量かは不

明）．また，森林資源，林産資源の比重を0.5と仮定した．

生産資源の発生量は，年間１億3,000万トン程度であり，

森林資源の割合が最も多い．また，利用可能量は年間

1,200万トン程度と推定された．なお，針葉樹及び広葉樹

の年間発生量は5,200万トン程度と推定されたが，我が国

の森林面積は約2,500万haであるので，1ha当たりの発生量

は約２トンとなる．従って，我が国における森林の炭素固

定量は，樹木の炭素含有量を45％とすると約１トン/ha・

年と推定される．この値は温暖地域の年平均炭素固定量６

～７トン/haよりもはるかに小さな値である．これは，我

が国では戦後植林の森林はすでに50年以上の樹齢となって

いるため，光合成能力が低下していること，及び，間伐な

どによる森林の健全な育成を欠くためであると考えられ

る．従って，我が国において二酸化炭素排出量の削減を森

林でまかなうためには，植林や間伐などによる森林の健全

な育成が必要であり，一方でバイオマスの変換・利用技術

の開発にも期待せざるを得ない状況にあると考えられる39）．

また，未利用・廃資源の発生量は２億4,000万トン程度

と推定され，林産資源や畜産資源の割合が比較的高い．こ

のように，我が国では未利用・廃バイオマス資源の発生量

は生産バイオマス資源の２倍程度と推定された．これは，

我が国がいかに多くのバイオマス資源を海外からの輸入に

依存しているのかを示す結果でもある．また，未利用・廃

資源の利用可能量は年間6,500万トン程度と推定された．

我が国では，林産資源や生活資源の有効利用は進んでいな

いものが多く，利用可能量は全般的に高いものと推定され

ている．一方，農産資源や畜産資源の有効利用は比較的進

んでおり，新たな用途として利用可能な資源量は少ないも

のと推定された．

以上，バイオマス資源の発生量の合計は約３億7,000万

トン，利用可能量は約7,700万トンと推定された．この

7,700万トンという量は，二酸化炭素に換算すると１億

2,700万トン（平均炭素含有量を45％と仮定）となる．こ

れは我が国の1997年の二酸化炭素排出量12億3,100万トン40）

の約10％に相当している．このように，我が国で利用可能

なバイオマス資源は，第3回締約国会議（COP3）におい

て合意された温室効果ガス排出量削減目標の達成に資する

膨大な量であるにもかかわらず，有効利用されずに廃棄さ

れている．これらを有効利用するためのバイオマス変換・

利用技術の開発が今後の大きな課題であると考えられる．

表７ 我が国のバイオマス資源の発生量と利用可能量
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